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は じ め に

　 火力発電所は ， 広 大な用地 を必 要 と し， 冷却用水

の 確保や燃料 の 輸送 の 面か ら ， 臨海埋立地 に立地す

る
。 発電所 の 施設は

，
ボ イ ラ

ー
， タ

ービ ン
， 排煙処

理設備等 の 主要機器 の ほ か に ， 土木建築施設 と し て ，

復水器冷却用取放水設備，燃料設備，護岸や港湾設

備 ， 発電所本館等か らな る。 したが っ て ， 発電所 の

建設工 事は ， 多岐に わ たる 土木建築構造物 を構築す

る とい う大規模な総合建設工事 となる 。 しか も ， 臨

海埋立地盤は ， 軟弱地盤 と な っ て い る揚合が多 く，

発電所諸施設 の 建設 には ， 地盤工 学上 の 問題 に対す

る 的確な対応 と処理 が要求 され る 。 すな わ ち ， 軟弱

地盤 で の 建設 に際す る技術課題 と して は，  力学上

の 課題 と して ， 安定 と沈下 の 問題 ，   施工 上 の 課題

として ， 環境保全や大規模施工 に伴 う大量 の 建設資

材の確保と搬入等の対 処な ど，   経済性 の側面 と し

て ， 当然の こ となが ら合理性 の 追及 ， な どが あ る。

　 中部地区の 埋 立軟弱 地盤上 で の 大規模な建設工事

と して は，
1981年か ら三 重県北勢地区 で 中部電力 

四 日市火力発電所 （1 〜 3 号機 22 万 kW × 3 機＝

66万 kW ）の 4 号系列 の 増設 （56万 kW ） と川越火

力発電所 （70万 kW 　X 　2 機 ＝ 140万 kW ） の 新設お

よ び そ の 燃料基地で あ る 四 日市 LNG 基地 の新設工

事が 開始された 。
こ の うち ， 四 日市 LNG 基地 は ，

15万 m2 の敷地内 に 8万 klの LNG タ ン ク を 4 基新

設 し，
LNG の 貯蔵・加 工 を して ，四 日市火力お よび

川越火力発電所 へ 供給する た め の も の で あ り ， 基礎

地盤 は
， 埋立完了直後で 圧密沈下 が進行中の 大深度

超軟弱地 盤で あ っ た 。
こ の た め ， 事前に新工 法を用
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い た地盤改良試験工 事
1）

を実施 し ， 技術課題 を克服

し て本工 事を成功 に導 くこ とが で きた。ま た ，
1987

年か ら愛知県碧南市 にお い て 大型 の 石炭専焼火力発

電所 とな る 中部電力  碧南火力発電所 （70万 kW ×

3 機 ＝ 210万kW ） の 建設が開始され て v・ る 。 こ の 碧

南火力発電所や 四 日市 LNG 基地 の建設は， 目本に

おける軟弱地盤 を対象に した工 事 として は ， そ の 規

模や設計 ・施工 上の 困難 さを含め て ， 全国的 に屈指

の 工 事で あ る。

　 こ こ で は ， 中部地区 にお ける 今世紀最後 と言わ れ

る大規模工 事 の ，碧 南火力発電所 の 建設概要 とそ こ

で の 地盤工 学上 の 代表的問題で あ る盛土 と掘 削の 事

例 に つ い て 報告す る 。

1．　 碧南火力発電所 の土 木工 事 の概要
2）

　 1．1 計画概要

　中部電力  で は，1990年代前半の 電力 の 供給力 の

確保お よび水力 ， 石 油火力，
LNG 火力 ， 原子力に

加 え， 石炭の 5 つ の 電源 をバ ラ ン ス よ く構成する電

源の ベ ス トミ ッ ク ス を目的と して ， 愛知県 の ほ ぼ 中

央部 の
， 知多湾に 面 し た碧南市 の臨海埋立地 に ， 石

炭を燃料とす る碧南火力発電所 を建設 中で あ る
。 建

設工事は ， 1988年 7 月 に着工 し ， 石炭の受入れ 開始

は 1990年 10月， 1〜 3 号機 の 運 転 開始 は そ れ ぞ れ

1991年 10月 ， 1992年 6月 ， 1993年 6月 の 予定で あ り，

完成の 暁に は ， 日本 の石炭火力発電所 として最大規

模とな る 。 （発電所位置図と 主要 土木建築設備にっ

い て は ，
「土 と基礎」 ニ ュ

ー
ス （pp．55〜 56

，
　 VoL

37， No ，6，1989）を参照 。）

　発電所 の 概要は表一 1 に示 す よ うに
， 敷地面積 と

± と基礎 ， 3B− 9 （392）
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表
一 1　 発電所 の 概要

敷 地 面 積

出 カ

燃 料

煙 突

環境保 全設備

発 電 所 用 地 （既造成地 ）約 132万 m2

灰 捨 地 等 （海面 埋 立 ）約75万 m2

70万 kWx3 台 合計 210 万 kW

主 　 燃 　 料 石炭

補 助 燃 料 重油

3 缶 集 合 型 高さ 200m

俳煙脱硫装置　湿 式 石灰一石 こ う法

排煙脱硝装置　乾式ア ン モ ニ ア 接 触還 元法

集 じ ん 装 置 電気式集 じん装置

揚 炭 桟 橋　 7万 DWT 級　2バ ース

貯 炭 捌 屋 外 式 驢 約68万 ・ （約45 畍 ）

「令　　　去p　　オ（　　　海 水 取 フk 量 　　糸勺33m ！

〆秒 × 3台

発 電 用 水 　 日平 均 取水量 約 12500mS

し て は ， 既埋立地で あ る 発電所用地 が約 132 万 m2

お よび 発電所南側海域 の 灰捨て 地等 の 用地 と し て 埋

立 て 予 定の 約75万 m2 と非常に 広 大な用地で あ る 。

構内の 区画は ， 貯炭場 ヤ
ー ド， 発電所 ヤ

ー ド， 灰捨

て 地 ヤ
ー ドに分け る こ とがで き ， 環境面や運 用面お

よび 安全 面を総 合的 に配慮 し， 図一 1 の 合理 的な配

置 と し た。

　1．2 地質 の概要

　 　 　 仮荷揚設傭
　 　 　 　 　 　 放水囗

遮風フ ェ ンス

懲
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図
一1　 碧南火力発電所　全体配置図
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図一 2　 地層断面 （貯炭場東西方向）

　 当敷地 は
， 愛知県が 衣浦港港湾計画 に 基 づ き，

1977年か ら1980年に造成 を完了 し た 衣浦 2 号地埋立

地 で あり， 矢作川河 口部右岸 に 位置する。代表的 な

地層断面 と して ， 図一 2 に貯炭場ヤ
ー

ドの 断面 を示

す が ， 地層構成 は埋立層以深 で非常 に複雑 な堆積状

況 を示 して い る 。 構造物 の 支持層 として は ， 標高
一

30m 〜− 35皿 以深 の洪積 砂礫層お よ び 洪積砂層 とす

る が
， そ の 上部 の 洪積層が粘土層 ， 砂層お よび砂礫

層に よ る互層を呈 し ， 出現深度が大きく変動 し て い

る 。 こ の た め
， 沖積層 の 層厚も大き く変動 し

， 軟弱

な粘土 を主体に緩 い 中間砂層が不規則に 介在し て い

る 。 更 に，埋立層は海成粘土 の 浚渫土で 埋め 立 て ら

れ て お り ， 非常に軟弱 で あ る 。

　 1．3　主要土 木工 事の概要

　（1） 取放水設備

　 i） 取水設備

　取水設備 は，カ ー
テ ン ウ ォ

ー
ル 式 の 深層取水設備 ，

取水 口 お よび発電所本館 に至 る循環水管か ら な る 。

設計上 の 特徴 と し て は ， 取水 口 で は ， 両袖護岸お よ

び 陸上部の 本体を先行構築 し，本体完成後に既 設護

岸を撤去 して 海域 を接続 する方法 を採用 し た 。 こ の

方法 に よ っ て ， 従来 の 海上仮締切り工 を省略で き経

済的で あ る と ともに ， 台風等 によ る被災 の恐れ もな

く， 安全性 も向上 し た 。 循環水管基礎 で は ， 取水 口
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と本館周辺 を緩衝杭構造 と し
，

一
般部は ， 弾性支承

と し た。循環水管 の
一

部で は ， 掘削安定の た め に計

測管理 を実施 して お り， そ の 概要 に つ い て は後述す

る。

　 il） 放水設備

　 放水路は ， 延 長 が約 1、7km と非常に長く ， 地層

も複雑で あ っ たが ， 掘削床付け面付近 に洪積粘土層

が出現する た め ， 大部分を直接基礎 としたが ， 本館

部周辺 で は沖積粘土層が 出現 し不同沈下 の 恐れ が あ

っ た た め 杭基礎 と し た。

　 放水 口 は ，対岸 ま で の 距離が約 300m しか な く，

そ の 海域が 自動車専用船 の 操船 域 とな っ て い る た め，

放水流速を均等 に す るた め の 水理模型実験 を行 い
，

放水 口形状を決定 し た 。 基礎形式 は ， 放水路 と同様

に ， 洪積粘土層 を支持層 とす る直接基礎 とした。

　（2＞ 揚貯運 炭設備

　 i） 揚炭桟橋

　揚炭桟橋 の 規模は， 外 航 船 70000D ．W ！r × 2バ

ー
ス （内航船バ ー

ス 兼用）で あ り， 水深 は 一12m で

あ る。当桟橋は，鋼管杭 の 組杭構造で あ り， 地震時

や 船舶 の 接岸時に大 きな水平力が作用す る 。 また ，

桟 橋長が 660m と非常に長 い こ とか ら ， 構築ブ ロ ッ

クは ， 25m ／1ブ ロ ッ ク と し ， ブ ロ ッ ク間の継手 は水

平力を隣接 ブ ロ ッ ク に伝達 で きるせ ん断 キ
ー構造 と

し た
。

　 i） 貯炭揚基礎

　 貯炭揚は， 約25万 m2 と非常に

広 く ， 石炭 の 常用積付 け高は 13m

（最 大16m ）で あ り ， 13　tf／m2 （最

大 16tf／皿
2
）の 上 載荷重 を安全 に

支持 で きる 地盤 に改良す る必要 が

あ っ た 。

　 工 法 と し て は ， サ ン ドドレ
ー

ン

と載荷盛土 に よ る プ レ ロ ーデ ィ ン

グを基本と したが ， 土質諸係数や

盛土の 安定，沈下管理方法を確認

し， 本工事の 設計 ・施工 を合理的

な もの にす る た め に ， 事前 に 地盤

改良試験工 事 を実施 して お り， そ

の 概要は後述する とお りで あ る。

　本工 事は
， 試験工 事の 知見を反

映 して お り ， 貯運炭機基礎 に っ い
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て は，駐 機場 を除 い て 直接基礎 と し ， サ ン ドコ ン パ

ク シ ョ ン パ イル 工 法 を併用 し た 。

　 （3） 灰捨 て 護岸

　灰捨 て護岸は ， 衣浦港東防波堤 を境に して 堤内 と

堤外に分 かれ ，堤内側 の 護岸は ， 1 号機 の 灰捨 て 開

始 まで に完成する必 要 が あ る 。 また，堤外側 の 護岸

は ， 3号機の運転開始ま で に完成 させ る予定で あ る。

　堤内側 の 護岸 の
一

部は ， 副資材用 の 岸壁 とす る計

画 で あ り， 控 え組杭式鋼矢板構造 と し， 前面の鋼 矢

板 は止水壁 と して 機能 させ る た め ， 継手部に 止水材

を塗布 し，不透水層 に根入 れ させ た 。

　堤外側 の 護岸 の 内 ， D 護岸 は堤内側の C 護岸 と同

様 に ， 根入 れ式 プ レ ハ ブ鋼矢板 セ ル 工 法 を採用 し た 。

こ の 工法 の特徴は ，   海上作業が短 時間で すみ，急

速施工 が 可能 ，   支持層 ま で の根入れ が可能で ， 構

造的 に安定 し て い る ，   遮水性が高い
， などで ある。

な お ， D 護岸の
一

部で は ， 鋼矢板 セ ル 護岸 の 挙動を

把握す る 目的で試験工 事 を実施 し て い る
。

　 E ， F 護岸 は ， 矢作川河 口 部に位置し て お り
， 矢

作川 の河川堤防と同
一

形状に し た。

2． 貯炭場 における地盤 改良試験工 事の 概

　　要
s）

貯炭場 の 地層は ， 前述 の とお り埋立軟弱粘土層 と
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図
一3　 試験盛土平面 お よび計器配 置図

（単伽 m ）
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表
一2　観 測 計器

目　　　的 観 　　測　　計　　器 　　名

安　　 定

沈　　 　下

地 表面沈下 板，層 別沈下 計

問隙水 圧計

安　　 定 地 表面変位杭，傾 斜計

沖積粘土層お よび沖積砂層で構成 され ， 非常に複雑

に堆積 し て い る 。 貯炭場の 基礎地盤 の 条件 は ， 上載

荷重 を安全 に支持する こ と， お よ び貯運炭機基礎部

で は ， 残留沈下 も抑制す る こ とで あ る
。

し か し ， こ

の よ うな大面積 の 軟弱地盤を均一
， 確実か っ 経済的

に改 良す る た め に ， 多 くの 技術課題 を克服す る 必 要

が あ る 。
こ の た め，事前 に試験工 事を実施 し，技術

課題 に対す る知見を得て ， 本工 事 に反映 させ る こ と

に した 。
こ こ で は ，試験工事結果 の 内， 安定 と沈下

に つ い て述 べ る 。

　2．1 試験工 事 の概要

　試験工 事は ， 埋立 粘土層お よび沖積粘土層 の 挙動

が 把握で き る敷地南西部 の軟弱層が最 も厚 く堆積 し

て い る揚所で 実施 し た 。 試験盛± の 規模は 軟弱層 の

下端 ま で 計画盛土荷重が作用す る よ う天端広 さ80m

X100m の 大規模な も の で あ る。 盛土 の 安定お よ び

沈下 を管理す るため に，観測計器は図一3 に 示 す よ

うに密 に配置 し た 。 それ ぞれ の 観測計器の 目的は表

一 2 の とお りで あ る 。

　2．2 試験工 事結果

　〔1） 安定管理結果

　安定管理 に お け る技術課題は ， 安定管理 規準値お

よ び そ の 手法 の 確立 で あ る 。

　安定管理手 法 とし て は ，四 目市 LNG 基地地盤改

良工 事で の 手法
s）

を用い た。そ の 概要は，（ρ〜 δ／ρ）

管理 図
4）

（ρ ： 盛土直下の沈下 量 ，
δ ：盛土 の り尻外

側の 最大側方変位量） を主要管理 と し水平変位速 度

Aδ／dtを補助 と し た管理で あり ， それ ぞ れ の 管理規

準値は ， 以下 の とお り とした。

　（ρ〜δ／ρ）管理 ：p／Pf≦O，　8（第 1 段階管理 規準値）

　　 （規準値は第 1 〜第 4段階ま で設定 し て い る）

　 （」δ／∠の管理 ： 1．Ocm ／日以下 （地中）

　（ρ
〜δ／ρ）管理結果 の

一例を図一 4 に示す 。

　 図中に示す pfp ア
1O ．9等の 線は松尾 ・川村 に よ っ

て 提案され た破壊規準線 で ある 。 当図よ り ， 高さ 6

m の 試験盛土 は ， p／p∫
＝ O．7 程度で あ り， 設定 し た
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　　　　　　　（単位：m ）
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図一4

　 　 　 O．2　　　　　　　　　0．4　　　　　　　　　0．6

　 　 　 　　 　 δ／
ρ

松尾 ・川村管理図 （ρ
〜δノp）（盛土北側）

　　 　 　 　 　　 　 　沈 下 量　〔cm）

図
一5　 計算沈下量 （ρsc ）と予測沈下量 （ρfp ）の 比較

第 1段階管理 規準値以 下で 安全に盛 り立 て られ た 。

また ， 補助管理で あ る aδ／dt は ， 最大値と して 地 中

（傾斜計）で 0．9cm ／日 ， 地表面 （地表面変 位 杭）

で 1．4cm ／日で あ っ た 。 （ρ
〜δ／ρ）管理 で は，設定 し

た規準値 よ り小 さ な値で盛 立て を完了 し た が ，
Aδ／

准 管理で は，設定 し た 規準値 にほ ぼ達 して い た 。

（ρ
〜δ／ρ）管理 方法は， 過去 に 多 くの 成功事例を有

して い る こ と か ら，
d δ／dt の 規準値を見直す こ と に

し た 。 見直し後の Aδ／At の 規準値 と して は ， 新た に

変位杭 も加 え ， 地 中で 1．5cm ／日， 地表面で 2・Ocm

／日と し た 。

　  　沈下測定結果

　沈下に お け る技術課題 は沈下予測方法お よび載荷

盛土 の撤去判定方法 の 確立で ある 。

　沈下予 測手法 と し て は ，
い くつ か の 予測法 を試み

たが ， 盛立 て 完了 後の 早期 に精度良 く， か っ
， 容 易

に予 測で きる方法 とし て ， 双 曲線法が最適で あ る と

判断 し た 。 図一 5 に 双 曲線法か ら予測 され た最終沈
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　　図
一 6　 Cv お よび Cvp （埋立粘土層）

　 右効応力の 増加度 Vti（dσ7AP）
0　　　　　　　　　0．5　　　　0，8　　1．0

審
き
b

“

O．5
測

都

田 0，8

1．O

Aσ

’
：増加有効応力（＝Zilコー「ia）

rip：載荷盛土による地中増加

　 荷重
∠包 ：過剰間隙水圧

ρ言
：実測沈下量

ρが 双曲線法による予測沈下量
● ；ひげとUρ

の関繁

設計圧密度σ昌O，8

図
一 7　有効応力の増度と圧密度の関係 （貯炭部埋立

　　　 粘土層）

下量 ρfP の 分布 と 土質定数 （mc ：圧 縮比 ，
　 dp，

：未

圧 密量 ＝

γX − Pe，
　 rx　：有効土 か ぶ り圧 ，

　 Pc ： 圧密降

伏応力） の ば らっ きを考慮 し
， 統計的手法 で計算し

た 計算沈下 量 p，c の 分布を示す。当図よ り， ρxp は 砺

± Spsc（死 ： 平均値，　 Spse：標準偏差） に入 っ て い る

が，事前 に 予測 され る p ，c の 分布幅が広 い こ とが分

か る 。 こ の こ とか ら ， 事前設計の 精度は十分な もの

で は な く， 実際 の地盤 の 挙動を知 る上で ， 試験工 事

を行 う工学的有用性 が分か る 。 図一 6 に は ， 双曲線

法か ら逆算 し た 圧密係
’
k 　C。 p と事前土質調査 か ら得

られ た圧密係数 Cv の 比較 を示 す 。 な お ， 設計 Cv と

し て は ， 四 日市 LNG 基地地盤改良工 事や近隣工 事

例 を参考に し て ，磊一S ，v （葛 ：平均値 ，
　 S、 v ： 標準偏

差）を採用して い る 。 当図よ り， C ，p は設計 Cv と同

等か 若干大 きな値で あ り ，

一
部につ い て は本工事 の

砂杭 の 間隔を広 げ経済性 を図 っ た。

　次 に ， 載荷盛土の 撤去判定方法で あ るが， 撤去後

の地盤は ， 上載荷重 を安全 に支持す る必要 があ り，

沈下 に加 え て 地盤強度 の 把握 も重要で あ る
。 撤去後

60

の 地盤強度 として は ， 盛土荷重 に対 して 圧密度80％

以上 に相当する 強度増加量が必要で あ る 。 そ こ で ，

圧密 に伴 う強度増加傾向を把握するた め に ， 間隙水

圧の 消散か ら得 られ る有効応力 に注 目した 。 図
一 7

は ， 有効応力 の増加 度 U。t（＝ （dP − Au）／dP ； こ こ

に ，
tip ：盛土荷重 ，

　 du ： 過剰間隙水圧） と沈下か

ら得 られる圧密度 Up（＝

ρt／ρrp ； こ こ に ， ρ‘ ：実測

沈下量 ， ρfP ： 双 曲線法 に よ る 予測 最終 沈下量） と

の 関係を示 す 。 図
一 7 よ り ， 圧密終期 （圧密度80％

以降）で は ，
σ。’

が σ
， よ り先行し て い る こ と が 分

か る。 こ の こ とは ，
U

ρ で 管理 すれ ば ， 結果的に U 。

i

を も管理 して い る こ とを意味し て お り ， 圧密終期 に

おける盛土撤去の判定方法 と し て は ，
U

， に よ る判

定で 良い と考 え られ る。U
，
に よる管理 は ， 施工 管

理上 ， 地表面沈下板等 の 簡易 な計測で 広 い 面積を細

か く管理 で き る点で 極め て 有利で あ り， 工 学的に み

て 重要 な知見で あ る 。

　以上 の 試験工 事結果 か ら得 られ た安定お よび沈下

管理 に関す る知見を本工 事 の 設計に 反映 させ ，本工

事 自体 も情報化施工 と し て ， 現在施工 中で あ る 。
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鋼 矢 板 応 力　　　ひ　ず　み　計 計測 デ
ー
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管
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　　 よる現状挙動確認
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一10　掘削段階

3． 掘削工 事 に おける計測管理 結果

　掘削工 事に お け る計測管理 と して ， 取水 口設備か

ら本館設備に 至 る循環水管据付 け工 事の 内， 本館付

近 で掘 削時 の 安定管理 の た め ， 情報化施工 に よ る計

測管理 を実施 し て お ！， そ の 概要に つ い て 述 べ る
。

　当 工 事 の 土 留め工 事は，図一 8 に 示 す よ う に，上

部層に圧密沈 下が進行中 の 非常に軟弱 な埋 立 粘土層

が 10皿 程度，下部層 に は，層厚 10〜 15m の N 値 0

〜 1 の 軟弱な沖積 粘土 層か らなる地盤 で施工 され た。

　 3．1 事前予測

　土留 め工 は ， 事前土質調査結果を 基 に
， 慣 用 法

（ラ ン キ ン ・レ ザー
ル 土圧 式に よ る） に よ る設計 を

し て い た 。 しか し， 先行掘削部で の 施工状況や追加

土質調査 の 結果 で は ， 埋立粘土層が非常 に軟弱で あ

る こ とが分か り， 弾塑性法 に よ る解析も追加 し て
，

総合的 に検討 し た結果 は ， 以下 の と お り で あ る 。

　   埋立 粘土層 お よび沖積粘土層の 強度 の ば らっ

　　 きが大き く， 特 に 埋立 粘土層 で は
一
軸圧縮強度

　　が O．　1　lcgf／c皿
2
を下 回 る非常 に軟弱 な部分が あ

　 　 る 。

　   　弾塑性法 の 計算結果 で は ， 当初断面と比較 し

　　 て ， 鋼矢板 の 根 入れ や切梁段 数な ど の 補強が必
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囲
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o 傾斜計

実測値 と予 測値 の 変形比

較 （第三 次掘削時）

　　要と考え られ る 。

　  土留 め掘削部で は ， 基礎杭が打込 み 済み で あ

　　 り， 掘削に伴 う地 盤変形 を極力抑制 し な けれ ば

　 　 な らな い 。

　こ れ らの 対策 と して ，   土留め鋼矢板 の 根入 れ長

の 増加 ，   変位抑制仮切梁 の 設置 ，   土 留め鋼矢板

頭部の 連結 ，   現場計測 に よ る計測管理 シ ス テ ム の

導入 に よ る 情報化施工 ， を実施 し た。

　現場計測 の 目的は，土留め の 安定管理 と次の 掘削

段階 に お け る 土留 め の 挙動予測 に必 要なデー
タ の 収

集で ある。計測用 の 観測計器は ，図
一 9 に示すよ う

に ， 土留め 鋼矢板背面 に挿入式傾斜計，壁面土圧計

お よび間隙水圧 計，土留 め鋼矢板お よび切梁 に ひ ず

み計 を組み合わせ て 配置 した。また ， 掘削中に お け

る土留め の 安定性 の 判断 を行 う計測管理 シ ス テ ム を

図一 9に示す 。

　3．2　計測結果

　図一 10に今回実施 し た掘削段階を示す 。

　土留め鋼矢板 の 変形 量 は ，
二 次掘削位置 （G 工．−

4．50m ）まで施工 した 時点で ， 最大水平 変 位 が 約

120 皿 m に も達 し た 。 そ こ で ，
二 次掘削ま で に 観測

計器か ら得 られ た変形お よび 土圧等 の データ を用 い

て 逆解析 を行 い
，

三 次掘削時の 予測 を行 っ た 。予測

結果で は ，
こ の ま ま 三 次掘 削を行えば ， 更 に大きな

変形が予想 され ，不安 定 な状態 に な る と ともに ， 既
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設杭 に悪影響を及 ぼす もの と判断され た。そ こ で
，

2段 目切梁の増設補強に よ る対策を実施 し た後に ，

三 次掘削を行 うこ とに した 。 こ の 結果 ， 三 次掘削を

無事完了 する こ とが で き， 循環水管 の 据付けを無事

完了 し た 。

　次に ， 図
一 11は 三 次掘削時 に お ける ， 土留め の 実

測変形形状 と二 次掘 削まで の 計測データ を用 い た予

測結果 を比較 した も の で ある 。 当図よ り， 予測値は

実測値 を非常に 良く説明 し て い る こ とが分か る 。

　 こ の こ とは ， 情報化施工 の 工 学的有用性が大き い

こ とを意味 し て い る。す なわ ち ， 情報化施工 を行 う

こ と によ り， 次の 工程 にお ける設計精度 の 向上 が図

れ る と ともに ， 安全性 に対する迅 速な判断が可能 と

な るか らで あ る 。

　以上述 べ た よ うに
， 軟弱 地盤 にお け る掘削工事 で

は
，   詳細な事前設計 ，   計測管理 ，   計測か ら施

工 へ の 迅速な フ ィ
ー ドバ ッ ク に よ る情報化施工 ， が

必要 で あ る もの と考え られ る 。

お わ り に

　埋 立 地盤 の 建設工 事で は ， 地盤工 学上 の 各種の 技

術課題 に的確 に対応 し
， 処理 され なければ な ら tsい 。

特に ， 火力発電所 の よ う な大規模建設工 事 で は ， 急

速施工 が要求され る な か で ，安全性 や経済性 を追及

する と い う，相反す る条件を克服する 必要 があ る。

情報化施工 を活用し た設計 ・施工 は ， 地盤情報や事

前予測 に含 ま れ る不確実性 を解決 し ， 所期 の 目的 の

構造物を完成させ る た め の 重要 な役割 を担 うも の と

考え る こ と が で き る
。
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